
指導要綱適用外の事業は※印のみ。ただし，建築制限解除は自己の居住の用又は自己の業務の用に供する建築物を目的とする小規
模開発行為（質のみの変更）については不要。

公共公益施設の用地に係る所有権移転登
記し，登記完了後通知

公共公益施設用地登記完了通知書
（様式第17号）

所
有
権
移
転
登
記

都市計画課

境町　指導要綱フロー

　事前相談・確認　（指導要綱第５条）

　●事前確認結果表
　　（様式第４号）

　関係部局

都市計画課

　隣接地権者への事業計画説明等
　（指導要綱第19条）

　●隣接地権者への説明報告書，
　　 地区説明会報告書（様式第10号・11号）

土地の利用計画並びに公共公益施設等
について各関係部局の意見を集約

●開発行為等事前協議済通知書
　（様式第５号）

　事前協議（指導要綱第６条）

　●開発行為等事前協議申請書
　　（様式第１号他　添付書類）

各関係部局にて開発行為等の計画に関係する条件等につ
いて回答する。

関
係
部
局

再
協
議
が
必
要
な

関
係
部
局

再度協議が必要な各関係部局の意見を集約

●開発行為等事前協議済通知書
　（様式第５号）

関係部局

開発許可の内容に適合しているか検査
し，合格後，検査済証を交付
（法第36条第２項）

検査済証を交付後，工事完了の公告
（法第36条第３項）

完
了
公
告

関係部局

都市計画課

都市計画課

都市計画課
建築制限等の解除（細則第13条）

●建築制限等解除申請書（細則様式第21号副本）

各関係部局より，法32条１項同意及び法32条２項協議
　（細則第５条）

●公共施設に関する同意書（細則様式第９号）
●協定書（町以外が公共施設を管理する場合）

審査後に許可書の交付又は不許可の通知（細則第８条）

●開発行為許可書（細則様式第12号）
●開発行為不許可通知書（細則様式第13号）→開発禁止

各関係部局にて，検査を実施
検査合格後，都市計画課に報告

※

※

※

　公共公益施設の帰属の手続き
　（指導要綱第35条）

●公共公益施設管理帰属願（様式第12号）

●登記承諾書兼登記原因証明情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式第13号）

都市計画課

　法32条１項同意，法32条２項協議及び
　管理協定（指導要綱第７条）

●公共施設に関する協議書
　　（様式６号）

　工事完了の検査（法第36条第1項）

●工事完了届
　　（省令別記様式４）

　計画変更の手続き（指導要綱第10条)
　取りやめの届出（指導要綱第11条）

●開発行為等事前協議変更協議申請書
　　（様式第７号）
●開発行為等取りやめ届
　　（様式第９号）

　開発許可申請の手続き（法第30条）

●法第29条開発許可申請
　　（省令別記様式第２）

　公共公益施設の検査
　（指導要綱第34条）

各関係部局に検査依頼

　建築制限解除（法第37条）

●建築等制限解除申請書
　　（細則様式第21号）

※

相 談 ・ 確認
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申 請
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許 可

（不許可）

届 出

検査済証

意 見
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検査願

申 請

報
告

帰属願

申請又は届出

通 知
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意 見

通 知
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承 認


